
明 治 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日

第 三 種 郵 便 物 認 可

運 営 費 交 付 金 収 益 8¶302¶831¶243 {費用進行基準を採用した業務：当機構の業務のうち、運営費交付金により財源措置がなされない労災病院事
業及び看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費以外

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 55¶964¶429 |当該業務に係る損益等

資 本 剰 余 金 0 ・本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設

計 8¶358¶795¶672
ア）損益計算書に計上した費用の額：8¶615¶082¶129

（役職員人件費：4¶408¶593¶276、謝金：1¶250¶789¶631、賃借料：827¶077¶420、業務委託費：243¶159¶435、
その他経費：1¶885¶462¶367）

イ）自己収入に係る収益計上額：1¶102¶673¶071

（雑収入：1¶077¶092¶331、その他の収益：25¶580¶740）
ウ）固定資産の取得額：55¶964¶429

費用進行基準によ
る振替額

（器具備品等：55¶964¶429）
・医療リハ・せき損
ア）損益計算書に計上した費用の額：4¶959¶829¶685

（役職員人件費： 2¶878¶680¶542、謝金： 300¶931¶355、雑役務費： 117¶677¶028、業務委託費：
283¶011¶137、材料費：900¶437¶480、その他経費：479¶092¶143）

イ）自己収入に係る収益計上額：4¶251¶301¶915

（医業収入：4¶230¶434¶443、雑収入：13¶386¶672、その他収益：7¶480¶800）
}運営費交付金の振替額の積算根拠
・本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設
費用8¶615¶082¶129－自己収入等1¶116¶605¶027＝7¶498¶477¶102

・医療リハ・せき損
費用4¶959¶873¶102＋資産取得141¶468¶693－自己収入等4¶296¶987¶654＝804¶354¶141

会計基準第81第３項による振替額 0 `（会計基準第81第３項による振替額は無い）

合 計 8¶824¶362¶202

~ 医療リハ・せき損については、自己収入により固定資産を取得しているため、それに係る費用等について、運営費交付金の収益化の取扱が本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設と
異なっております。

^ 運営費交付金債務残高の明細
（単位：円）

交 付 年 度 運 営 費 交 付 金 債 務 残 高 残 高 の 発 生 理 由 及 び 収 益 化 等 の 計 画

業務達成基準を採用した業務に係る分 0 `（業務達成基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用した業務に係る分 0

〇期間進行基準を採用する業務は、当機構の業務のうち、看護専門学校事業及び勤労者予防医療センター事業
の業務経費
〇計画どおりに本事業年度に実施すべき業務を実施し、対応する運営費交付金を収益化したため、運営費交付
金債務の翌事業年度への繰越額は無い。

平 成 21 年 度
〇費用進行基準を採用する業務は当機構の業務のうち、運営費交付金により財源措置がなされない労災病院事
業及び看護専門学校業務、勤労者予防医療センター事業の業務経費以外

費用進行基準を採用した業務に係る分 115¶176¶548
〇運営費交付金債務残高の発生理由は、経費節減・効率化に努めたこと等による経費の減少に伴い、運営費交
付金の収益化額が計画を下回ったもの。（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととしている。）
〇翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降で収益化あるいは資産見返運営
費交付金に振替える予定である。

計 115¶176¶548
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